
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の 

改正について 

 

１．改正の概要 

（１）国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加 

（２）事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の 

提供の義務化 

 （３）障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化 

 

 

 ２．公布日及び施行日 

  公布日：令和３年６月４日 

  施行日：公布の日から３年以内の範囲で政令が定める日 

  ※現時点では、明確な施行日は不明です。 

 

 

 ３．ノーマライゼーション条例への影響 

事業者による合理的配慮の提供について、努力義務から義務化されたため、

ノーマライゼーション条例の関連条項に改正が必要であるか検討します。 

  なお、改正法の施行日が未定であることから、条例改正の時期についても未

定です。 

  今後の対応については、随時、発達障害者支援地域協議会でも報告していき

ます。 
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